
〔業務執行・監視の仕組み〕
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【適時開示体制の概要】
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取締役会のスキルマトリックス

取締役会の構成については、様々な分野における専門性や知識、経験などの多様性の充実を目指しており、当社およ

会社の事業内容や中期経営計画における課題を踏まえて、当社の経営に必要な備える
べきスキルを特定し、多様性と

適正人数とのバランスを勘案しつつ、ガバナンス委員会における審議を経て役員候補者を選出しております。

特定したスキルに対する各役員の知識・経験
。能力を踏まえたスキルマトリックスは、以下のとおりとなります。
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【TCFD提言に基づく開示】
気候変動対応 のガバナ ンス体制

当社は中期経営計画の経営指標に、気候変動姑応に関する日標を組み込んでいます。また、気候変動姑応を含む非財務

を中心とした重要課題をマテリアリティとして特定し、これに向けて取り組むことを中期経営計画の基本方針の一つとし

ています。推進組織として社長執行役員が委員長を務める
「サステナビリティ推進委員会」の内部に「気候変動問題対応

分科会」を設置しています。また、分科会の活動内容を報告する場として、2024年度より半期に一度、
「サステナビリテ

ィ推進会議」を開催しています。本会議には当社取締役およびグループ各社代表者が参加し、活動の進捗状況の監督や、

今後の方策についての議論を行つています。

気候変動を含むサステナビリティ全般に関する最終的な説明責任は、サステナビリティ推進委員会の委員長を務める社

長執行役員が負っており、サステナビジティ推進会議の議論の内容は取締役会へ報告されています。

■サステナビリティ推進体制図 (2025年 6月 現在)

監督

連携

気候変動対応の リスク管理

当社は、不測の事態による損失の軽減を図るため、グループ会社を含めた全社的なリスク調査を年に一度実施していま

す。本調査において報告された
'ス

クの発生可能性や影響度の大きさなどの妥当性の審議および各リスクの紺応状況の確

認を主な目的として、社長およびリスク管理を担当する組織の責任者が参加するリスク評価会議を年に一度開催していま

す。特定された重大なリスクは、「事業等のリスク」として取りまとめ、リスク評価会議における議論の内容を含めて取締

役会へ報告した上で、有価証券報告書およびアイカホームページに掲載しています。

上記過程を経て、「気候変動」を重大なリスクとして公表するとともに、マテリアリティの一つとして特定しています。

「サステナビリティ推進委員会」の内部に設置している「気候変動問題姑応分科会」や、両組織の事務局を務めるサステ

ナビリティ推進部において、気候変動リスクを定期的に検証しています。
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■当社のリスクマネジメント体制図 (2025年 6月 現在)

監査等委員会
報告

監督・j旨′J、

開催・参痰l

リスク管理担当組織

指示
箇理部門

・総務部

・法務部

。人事部

。財務統括部

・経営企画部

内部監査室 ・サステナ

内部続削委員会

・海外企団謳

・営業企画部

。開発企画室

・品質保証部

・調達BB

・情報システム部  他
監査・提言

壷大事実の発生報告※ 潜在的リスクの報告

※重大事案発生時の報告ルールとして、内部通報制度 (コ ンプライアンス問題を企業倫理委員会の窓
へ報告)と 、当社独自の報告ルール(危機的事案を迅速

に会長および社長へ報告)の 2つが規定されています。

気候変動 リスクに対す る認識 と対策

気候変動にともない、(1)予想を超えるような台風や洪水、猛暑などの気象災害が発生した場合には、事業所の機能停止、

製造設備の損壊等の被害により事業活動の継続に影響を及ぼす可能性があります。また、平均気温の上昇、降雨量の変化

による水資源への影響などが公々に進行した場合、当社グループがおかれる事業環境が変化し、運用
コストの増加につな

がる可能′性があります。

一方で、(2)低炭素社会への移行の状況により、ステークホルダーから温室効果ガス削減製品の要請が増大し、新規技術

導入での設備投資額の増加、原材料価格の上昇が引き起こされる可能性も想定されます。気候変動の緩和に向けた規制が

強化され、それに適切に対処できなかった場合、操業規制を受け、新たな税負担や、再生可能
エネルギーヘのシフトに伴

う費用、生産設備の高効率化に伴う設備投資額の増加等につながる可能性もあります。それらは、当社グループの経営成

績および財政状況に影響を与える可能性があります。

このような状況に対処するため、上記(1)の気候変動に伴い物理的に発生するリスクに封しては、
「BCP分科会」により、

分析・モニタリング・予防対策の推進・取締役会への報告を行つております。また、上記(2)の低炭素社会移行に伴うリ
ス

クに対しては、サステナビリティ推進委員会の内部組織として設置した
「気候変動問題対応分科会」で温室効果ガス排出

量の削減策について検討・実行し、その進捗を取締役が参加する
「サステナビリティ推進会議」で半期に一度報告するこ

とに加え、社長が参加する「開発テーマ会議」において気候変動に関するテーマを取り扱い、商品の低炭素化を図ること

で、中長期的視点で本 リスクヘの対策を講じております。
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シナ リオ分析 の実施状況お よび戦略へ の組み込み

当社は、2020年 に「気候関連財務情報開示タスクフォースlTCFD)」 の提言への賛同を表明しました。提言に基づく開示

拡充に向けて、2020年度においては、当社のステークホルダーに対してヒアリング調査を実施し、気候変動の影響による

リスクと機会、気候変動に対応するために当社が取り組むべき事項を整理しました。この調査により、今後ますます気候

変動の影響が高まるとの認識が鮮明になつたため、中期経営計画に
「気候変動紺応」を組み込むとともに、定性的・定量

的な目標を設定しました。

2022年度には、特定したリスクと機会の各要素について、外部シナリオを使用し、15℃・4℃の世界における 2030年・

2050年時点の定性的インパクト評価および定量的財務インパクト評価を行い、結果を下記の通り整理するとともに、対応

策を検討しました。これらの内容は、中期経営計画にも反映しています。

■シナリオ分析の実施オ,モ要および結果

○シナリオ分析の対象範囲
‐移行 リスクおよび機会 :国内建設市場
‐物理的リスク :アイカグループ国内生産拠点

○想定したシナリオの概要

(気候変動への対策が進み、規制が強化される)

4てンナリオ

(対策が遅れ、成り行きに気温上昇する)

政策
o国際a,な協調のもと、温室効果ガス排胡豊を抑制するための炭素税や排出量

取引制度などが導入
o現在施行されているレベルの再〔策あヾ継続

市場

●ガソリン需要の著しい低下

●多くの企業が脱炭素を表明

oライフサイクル全体での温室効果ガス排出選削減ニーズの追加

oガソリン需要の継続的な増加

●異燃気象の頻発化や気温上昇に伴い、気候変動への適応

に関連した商品の需要が増大

社会  。税賞素社会が浸透しライフスタイルが変化
●熱波や水不足を背景に生活可能地域が大幅に変化

●感染症の壕発化

異常気象 ●緩やかではあるものの気温上昇により頻発化
●日本における洪水発生頻度が20世紀未と比較して4倍に

なるなど、霞書に頻発fヒ

外郡顆境の変化

(影雷が大きくなるシナリオ)
当社への影窪 財務影響額舞定式
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強化

従来の売上高原単位削減目標を総霞削減目標へ切り替え、現中H打経営計

画
'Vatue Creation 3000&300」

に組み込みました。さらに、2025年

5月に1よ 2030年までの削減目標を30%から42%に引き上げました。より

強力な削減策を講じ、2050年カーボンニュートラルの実現を目指します。

スコープ1+2博 ll滅計団

(t.C02)
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具体的施策の例

省エネ活動

当社主力商品は、生産工程で電力・熱・蒸気を多用しており、従来これらのエネルギー使用効率向上に

取
'テ

組んできました。引き続きユーテイリテイ設備の運用改善などの省エネ活動を推進するととも

に、生産効率向上にも努め、エネルギー使用量の肖じ滋を国ります。

インターナルカーポンプライシング制度を活用し、台エネに資するユーティリティ設備の更新・導

入を進めます。また、一部拠点で使用している重油・軽油を燃料とする設備の見直しを推進します。
低礎素翌ユ身 リティ設備の導入

再生可能エネ
"♭

ギーの導入・購入   購入電力を再生可能エネルギーに切り替えるなど、
'解

と石エネルギー使用比率を向上させます。

薦晶・製造工程の抜本的磁

既存商品の製造において、電力・熱・蒸気などのエネルギー使用量を極力抑制する方法への転換を検討

するとともに、当社の強みである構B旨合成技術を駆使し、製造時のエネルギー使用量が少なくて済む

商品の開発を進めます。

H 気候変動に対応する商品の強化 (商品の高付加価値化)

当社独自の樹B醤合成技術・素材活用技術をもとに、気候変動対応に資

する商品を開発・拡販します。商品の高付加価値化を図り、気候変動によるコ

ストアップをカバーし、激変する世界においても持統可能な成長を実現

する企業グループを目指します。

シナリオ分析による売上予涌

気候変動に対応した商品の開発・拡販により、

高い成長率で推移するケース

取引先企業のユーズに応えられす

売上が減少するケース
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1嚢体饒施策のゆll l ―
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パイオマス原料の活用

ライフサイクルアセスメントによる

環境負荷分析

書廃築物

省麓エ

廃葉燃焼時のCO潮
'出

量をゼロとみなすことのできる植物由来のパイオマス原料を活用し、商品のラ

イフサイクル全体の温室効果ガス排出重博Ⅲ減を国るとともに、枯渇資源からの切り替えにより循環型

社会の形成に受竜飛します。

主要商品を対象に、ライフサイ17ル上どの段階でC02を 多く排出しているかを把握するとともに、

カーボンフットプリント低減商品の開発に注力し、脱皮素社会への適応を図
')ま
す。

製為臓程で発生した商品端材や廃棄物の有効活用を推進するとともに、施五時の廃築物を博l滋する改

修工法を提供し、温室効果ガス排出量の削減と持続可能な循環聖社会の形成に受献します。

熱中症リスクの低減に資する、短工期かつ容易に施工できる商品を提供します。また、建設業界では大手

不足が深刻化しており、この課題の解消にも買献します。

暉 自然災害BCP(事業継続計画)強化

気候変動の影響による自然災害の激甚化や異常気象の頻発化に備え、

BCPを強化します。定期的な訓練の実施により被災B寺の行動を確認する

とともに、復旧に向けたフローや役割分担を明確化し、迅速に復旧できる

体制を構築します。

操業停止を伴つた徹災事例と対策

白nゃ亜 蟻 斃1ヒ
特″l損失の発生、

売上淑少

外部環11の変化 当社への影覆

a尋連するリスクのうち 彰露度が大さいもの

発生時期災害名称 対策披災堤所

東海`凛雨             20(Ю 年    アイカエ染騨名古霞T場。こ目寺工堀    ●防水螢の設置
o排水ボンプの増強
0重要機器設置位置の高所化

平成30年7月豪雨        2018年     アイカエ業僻広島工場          0工 場入りCl鍋装の語上げ、簡易防波埋の購入

具体的施策の例

BCPttll縦の案臆

防水霞の設置

台農や豪雨に対する早期対応

国内外の各生産拠点で年に1回以上実施している、立地リスτアに対応したBC閣Ⅲ練を継続します。特に、

水害経験のあるアイカエ業いの名古屋工場。甚目寺工場・広島工場では氷客対策用のコll練を実施します。

<尉 ll練実施ぬ容>
①BCPのレビュー

発災～BCP発動決定、BCP発動～復旧活動、のようにフェーズを区切り、担当部門の責任者・担当

者が実施すべき項目を理解しているか、殺取りに改善の余地はないかを確認します。

②実地割I練

被災時の初動対応を手順に沿つて行います。

氷害経験のある拠点において以下の対策を行いました。今後も必要に応じて増強を検討します。

●アイカエ業い 名古屋工場:敷地低部の防水壁を嵩上げ増強(従来の1,1 50Hnの防水壁に600～

700m欄の防氷螢を追加)

●アイカエ業CO甚目寺工場:外構を500nR嵩上げ、箇易防波堤の購入(Pヨ扉用)

●アイカエ業い 広島工場:外構を500Hm嵩 上げ、簡易防波堤の購入(門扉用)および埋設排水管の整備

台風や集中豪雨の予報があつた際には、対象拠点に対して本社BBPヨから注意喚起し、特に生産拠点に

おいては漫水対策を早期に開始するよう通達します。



指標 と目標

当社は、2023年 4月 に始動した中期経営計画において、2050年度までにスコープ 1+2のカーボンニュー トラル達成を

目指すことを宣言するとともに、2022年度を基準年として、温室効果ガス排出量を 2026年度までに 14%、 2030年度ま

でに 30%を総量で削減する目標を掲げています。さらに、2025年 5月 には 2030年度までの削減目標を30%か ら42%

に引き上げました。

スコープ 3に関しては、海外を含めたグループ全体のづ檸出量を把握した上で、2026年度までにスコープ 3排出量削減

目標を設定するとともに削減策を立案することをマテリアリティの目標として掲げています。

(温室効果ガス排出量の推移はアイカレポートまたは当社ホームページをご覧ください。

https7/wwuaica.co.jp/company/sustainab』 iサ/en五ronment/dataD


